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．はじめに

本研究では，教育政策の立案および評価についてスウェーデンのシステムを検討する．
スウェーデンにおいて教育政策が決定される過程では，政府提案（ ）の提示，個別
課題の検討委員会（ ・ ）の委員の指名・招集，必要に応じた関係機関による諮
問・意見徴収（ ），公式調査報告書（ ）や教育省報告書（ ）の公表という手順となる．
その後報告書に基づいて国会に提議（ ）や動議（ ）が提出され，審議後，
法令（ ）や通達が定められる．
本研究ではスウェーデンにおけるこれまでの特別ニーズ教育にかかわる政策・法令の立案や政

策・法令実施後の評価について，まずは中央政府レベルでの検討委員会を対象に分析することとし
たい．
具体的には， 年に召集された 知的障害特別学校委員会（ ） の審議を検
討する．知的障害特別学校委員会は，県（ ）立であった知的障害特別学校（ ）を



コミューン（ ，市町村）立に移管することを導いたのである ．
知的障害特別学校委員会における現状評価の手立てや議論の根拠，および委員会提案を基礎とし

て決定・実施された教育政策の評価方法に着目して分析することを本研究の目的とする．

．研究の課題

本研究では，知的障害特別学校委員会における現状評価の手立てや議論の根拠，および委員会提
案を基礎として決定・実施された教育政策の評価方法に着目して分析することを目的とする．具体
的には， 年代後半から 年代前半の障害児にかかわる教育政策を象徴する委員会として，
年に召集された知的障害特別学校委員会（以下，委員会）に着目して，委員会の審議について政府
提案（ ）と知的障害特別学校委員会報告書（ ）を検討する．
作業課題は以下である．第一に，委員会の概要の把握，第二に，委員会の現状認識，第三に，委

員会における審議経過および結果，第四に，各委員会メンバーの見解，第五に，提案内容や実施さ
れた教育政策の評価方法，である．

．知的障害特別学校委員会（ ）の概要

年 月 日に知的障害特別学校を県立からコミューン立に移行させる課題検討のための提案
（ ）が示され，県立である知的障害特別学校のコミューン立移管の可能性について議論される
こととなった ．
その後， 月 日に委員会の構成員が召集・任命された．委員会のメンバーは，以下（表 ）で
ある ．

高知大学学術研究報告 第 巻 （ 年） 人文科学編

表 知的障害特別学校委員会構成員

名 前 役 職 立 場

調査官（議長） 委員

県連盟代表 委員

知的障害特別学校校長 委員

スウェーデンコミューン連盟代表 委員

全国知的障害連盟（ ）副代表 委員

学校視察官 書記（ ）

知的障害特別学校校長 書記（ 年 月 日以降）

教育委員会（ ） 協力者

教育省事務（ ） 協力者

教育省事務（ ） 協力者

教育省事務（ ） 専門家（ 年 月 日以降）

学校長 専門家（ 年 月 日から 月 日まで）

修学指導担当（ ） 専門家（ 年 月 日から 月 日まで）
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委員会においては 当事者参加 が重要視されている．本委員会の主題は知的障害特別学校の県
からコミューンの移行であるため，県およびコミューンの連盟の代表者が参加している．そして管
轄について議論されている知的障害特別学校の学校長，知的障害特別学校に就学する知的障害児本
人および保護者からの団体としての全国知的障害連盟（ ）の代表が委員として参加している．
行政関係者や学校関係者は事務局や協力者として参加していた．委員会は 年間に 回の会議を
行った．
委員会の委員は多くはないが，必要に応じて研究協力を依頼する形態をとっていた．例えば，知

的障害特別学校の県からコミューンへの管轄移行について， 県， 県，
県， 県， 県に諮問を行った ．各県の諮問・試行の結果は以下の表 に

示す．具体的にいくつかの地域を指定して，実験・試行を行うのである．
また障害のある子どもの就学・修学に関しては，学校庁委員会（ ）や障害の
ある子どもの支援に関する検討や労働市場の代表者，就学支援に関する中央検討委員会，知的障害
を持つ成人教育委員会の事務官も協力した ．
委員会は，今後の教育制度を検討するため，国内のみならず社会制度や教育制度が類似した北欧

の他の国々や，知的障害特別学校を廃止したイタリアの学校制度の研究も行った ．
他にも委員会は， にある国立肢体不自由教育補助器具センター（ ）や
にある国立知的障害特別学校教育補助器具センター（ ），特別な学校としての

学校や 学校等の視察も行ったのである ． 学校や 学校に
関する検討結果は以下の表 に示す．
以上の試行，視察，議論を踏まえ，報告書（ ）が 年 月 日に提出された．

．委員会の現状認識

知的障害特別学校委員会は単独で議論されているのではなく，他の委員会の審議結果やスウェー
デン全体の改革の影響を受けていた．
委員会の審議に影響を与えたのは，地方分権化 と インテグレーション であるといえる．

年に， 学校・国・コミューン検討委員会（ ） が設置されて，教育の地方分権化
が検討された．教育の地方分権化の文脈においても県立の知的障害特別学校をコミューン立学校へ
移行することが課題となっていたのである．また従来の分離的な教育環境を改善し，統合的な教育
環境として学校を整備する方法の一つとしても，知的障害特別学校のコミューン立学校への移行が
めざされていたのである ．委員会は現状認識として，以下のような関係法令，委員会の概要につ
いて言及し，結論として，以下の事項を指摘する ．知的障害特別学校委員会の主たる課題は，知
的障害特別学校の県からコミューンへの管轄移行に関する一貫性の検討である ，と．すでに学校・
国・コミューン検討委員会において知的障害特別学校の管轄の変更については言及されていたが，
知的障害特別学校委員会は初めて，自らの問題として管轄についての議論に着手したのである．
他にも 年に設置された ケア委員会（ ） の提案では，学校法において知
的障害特別学校が若者の学校と同等の位置づけを得るために，知的障害特別学校はコミューン立に
なるべきとされた．福祉分野においてもより多くの部分でコミューンが責任を持つべきであるとさ
れた ．そのため，知的障害特別学校委員会では，福祉領域ではなくとくに教育領域における議論
を行うこと，コミューンにおける統合という文脈で検討すること，が指摘されていた ．
他にも，背景要因としては各種法令における知的障害特別学校の位置づけの再検討が必要であっ

た．それらは， 年に制定された学校法（ ）， 年の知的障害特別学校令
（ ），また， 年のケア法（ ）に
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おける知的障害児に対する特別なケアなどである．
つまりこれまで通常教育や福祉の委員会において知的障害特別学校の在り方が検討されてきた

が，知的障害特別学校は主体的に検討を行っていなかった．そのため地方分権としての管轄のコ
ミューンへの移行，コミューンにおけるインテグレーションの推進という観点においても，管轄の
移行の有効性について当事者による検討が必要であったと考えられる．
委員会の審議はいくつかの重点課題を提起して，それらに従って展開された． 年 月 日に
学校視察官の 氏と知的障害特別学校校長 氏は，委員会を代表して意
見を提出している ．政府の県立からコミューン立に移行させる課題検討のための提案（ ）受
けて，以下の つの議論の方向性を提起する．
第一に，（政府提案 に示されるように）知的障害特別学校の管轄がコミューンに移行する際

に知的障害特別学校の子どもに対する教育が悪化しないことが出発点である，としている．そのた
めに教員研修の機会や予算を保障すること，重度・重複の子どもを考慮した個に応じた教育
（ ）が必要であること，試行活動・地域において知的障害特別学校の多
様な教育的ニーズに応じる組織について考察することなどが示された．
第二に，知的障害特別学校の管轄がコミューンに移行するという課題があるとしている．地方分

権化（ ）の利点と課題について検討すること，管轄移行による経済的な課題や同
じ県の中のコミューン間の問題などが予想されること，これらの課題については学校法（ ，

）の改正もかかわると指摘する．
第三に，ノーマライゼーション原則や多様な形態のインテグレーションの定義を行うこと，とし

ている．管轄の移行においては知的発達障害（ ）の子どものインテグレー
ションをより発展させるための前提条件の形成も含む，としている．インテグレーションには例え
ば，個別インテグレーションといった場合にも特別の就学義務を通常学級で行っている場合や特別
の就学義務を知的障害特別学校の学級と通常学級で行っている場合などがあり，ノーマライゼー
ションやインテグレーションのイデオロギー的，教育的もしくは実践的，行政的概念について整理
する必要がある，とする．
第四に，基礎的な照会における同価値の保障，それらは学校指導組織，知的障害特別学校におけ

る就学の決定，多様な課題に対する決定水準，知的障害特別学校の子どもの教育の整備の課題，独
自の知的障害特別学校のないコミューンの課題，などである．コミューン立への移行を考慮して，
子どもの教育が保障されているかを判断するために，子どもの就学や多様な子どものための学校形
態の評価など，基準・水準を明確にする必要がある，とする．
第五に，知的障害特別学校のコミューン立への移行によって，知的障害特別学校のための特別な

能力の要求がコミューンの学校長にもたらされるわけではない，とする．知的障害特別学校の校長
としての特別な役職にどのような能力が必要であるのか，どのように補償するのかを検討する必要
がある，と．コンサルタントや支援を考慮する機能，重複障害児への対応についてはコミューン間
の連携も必要である，とする．
第六に，知的障害特別学校の規定について，コミューンの他の学校制度の適応をできる限り考慮

する，とする．多様な学校形態ごとに活動は規定されているが，学校法は共通しているのであり，
重要であるのは学校制度をいかに共通にするかである，と．現在のシステムをより簡易化する提案
が求められている，と指摘する．
このような現状認識や課題設定から，議論が着手された．
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．委員会における審議経過および結果

上記の具体的な検討課題に従って，どのような議論が行われたかを以下に検討する．
委員会が検討を行うための，試行・諮問地域が指定され，管轄以降のための実験が先行的に着手

された．それらは 県， 県， 県， 県， 県であり，
以下の表 のような結果を示した．

他にも 年 月 日から コミューンでも， 県からの管轄移行が先行して
行われた ．このようにいくつかの地域を指定し，実験を行い，その有効性について具体的な検証
を行っていたのである．
委員会が提起した六つの課題のうち，第一の課題については，管轄移行による教育の質の低下を

防ぐ策として，学校運営のための経費が議論されると同時に，コミューン立学校支援のための国の
体制整備が検討された ．
そして，知的障害特別学校の体制や対象児に関する議論の整理も行われた ．同時に強度行動障
害など特別な困難性のある知的障害児には特別な知的障害特別学校（ ）として，

学校と 学校が設置されていた．その学校の存続については以下のように議論
された．
学校法の改正によって特別な知的障害特別学校（ ）という用語は廃止される．し
かし調査の結果， 学校および 学校の果たしている機能の重要性から国立の特
別学校として維持することが必要である．また国立障害研究所（ ）がその支援を行う．学校の
機能としては教育のみならず住居に関しても対応範囲とする ．これは県立学校の国立学校への移
管となる ．

学校および 学校には知的障害のうち重度の行動障害を伴う等，重度・重複
の障害児が就学していたため，他の国立聴覚障害特別学校や国立重複障害特別学校と同様に国立と
しての機能が求められたのである．これはコミューンへの管轄以降とは逆行しているようにみえる
が，他の知的障害特別学校をコミューンの学校とするために，重度・重複障害児のための特別な学
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表 各県の試行・諮問結果

県 各 県 の 結 果

県では 年代の終わりから知的障害特別学校就学児の通常学級への個
別・集団統合を試行していた（ プロジェクト）．その結果，一部の子どもは個別
もしくは集団統合の形態で学習が出来ることが明らかになった． 年度には全て
の知的障害特別学校就学児の ％が個別統合されていた．その内 ％は基礎知的障害特
別学校（義務教育）の子どもであり， ％は職業知的障害特別学校（非義務教育）の子
どもであった ．また， 年 月 日から コミューンと コミュー
ンでは 県からの管轄移行が先行して行われた ．

県では，統合教育が有効かの検証活動を行った ．その結果， 年 月
日から コミューンでは 県からの管轄移行が先行して行われた ．

県では，統合教育が有効かの検証活動を行った ．その結果， 年 月 日
から全てのコミューンで 県からの管轄移行が行われた ．

年 月 日から コミューンと コミューンでは 県からの管
轄移行が先行して行われた ．

年 月 日から全てのコミューンで 県からの管轄移行が行われた ．
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校として差異化を図ったのである．すでに 学校および 学校には全国から子ど
もが就学していた．例えば つのクラスには 人の子どもが在籍していたが，彼らは のコミュー
ンから集まってきていたなど，国立施設としての機能を有していたのである ．
委員会の議論は研究者による検証活動の結果も参考にした．知的障害特別学校検討委員会は

県での試みや，個別統合の検討などを踏まえて，またケア委員会の時に参考にされた
年の 氏と 氏による 通常学校の中の知的障害児 の研究や，

年の 氏と 氏による 基礎学校における知的障害児の教育 の研究
成果に基づき議論を行った．しかし 年の 氏と 氏の研究は
ケースのみが対象であったために結論を導くには至らず， 県と 県，そして

県に継続的な調査を依頼した ．その後調査結果は多くの子どもが基礎学校に統合できる
という前向きな可能性を示した．またそのためには柔軟性が強化されるべきことが指摘された．
一方で，インテグレーションに関しては，地域差があることも含めて，特別教員からの援助など

の付加的な資源が必要であることなどが指摘された ．
そのため，コミューン立となった知的障害特別学校での重複障害のある子どもに対する教育など

に関しては国立障害研究所（ ）が支援することが提案された ．このように基本となる地域（コ
ミューン）が子どもに責任をもつが ，コミューンのみで対応できない障害に関しては国が対応す
ることについて提案がされていたのである．
次にコミューンが知的障害特別学校を管轄するためには個別教育の保障が必要であるとされた．

よって通常学級における個別教育を保障すること，インテグレーションを行うためにはケア検討委
員会の議論などとも整合性を持たせることが指摘された ．
コミューンに移行するにあたって，教職員の所属の問題があるが，職員も原則的にはコミューン

の職員となるとされた ．他にも通常学校の教職員に関しても障害に対する知識を教員養成におい
て含めることが提案された ．
議論は知的障害児の教育評価，職業教育 や就職，余暇など，知的障害特別学校の移管のみなら
ず，知的障害特別学校の将来についても議論されたのである．
上記第三の課題に関連して，ノーマライゼーションとインテグレーションの概念について検討さ

れた．
ノーマライゼーションとは端的に述べるならば， 障害のある人が参加と共有のもとに，他の人
のように生活し，他の人と交わる可能性を有することである とし，インテグレーションは， 参
加と共有を達成するための方法である とした．この点に関しては 年インテグレーション検討
委員会の成果を踏襲していた ．
委員会の審議は詳細なデータに基づいて行われた ．インテグレーションの実態についても具体
的に，各県における知的障害児を含めた義務教育・非義務教育対象の子ども数および統合教育を受
けている子どもの数，教育保障のための資源分配・必要経費の数的データ等が実数および割合で示
された．必要に応じてコミューンごとのデータも提示された ．データに基づいて，どの地域にど
の程度の予算援助が必要になるのかが議論されたのである．
上記第六の課題に関連して，現状評価として知的障害には軽度・中度・重度の区別があること，
年に出された通常とは異なる特別な学習指導要領（ ）に従って教育がなされていること，

知的障害学校には，基礎知的障害学校と訓練学校があることについて，どのような検討がなされる
べきかが問われていた．
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．各委員会メンバーの見解

知的障害特別学校の学校長である 氏は委員会への提案（ ）の内 コミューンに管
轄が移行されることによって知的障害特別学校の子どもの教育が悪化してはならない という部分
にとくに着目していた．そのために，管轄が移行したとしても必要な情報や教材は引き継がれるべ
きであると指摘する．また教職員の所属変更の問題など，課題を常に意識しなければならないこと
に言及していた ．知的障害特別学校の学校長であるからこそ，今回の改革におけるデメリットに
ついて注意を喚起していたようである．
全国知的障害連盟（ ）副代表である 氏はコミューンが適切な学校を準備

できなかった場合の学校選択，保護者の影響力の明確化，特別な学校としての 学校と
学校の維持を主張した ．保護者の立場から，子どもの教育における選択肢の必要性，保

護者の意見表明などを重視していたことがうかがえる．
教育省事務 氏は特別な学校としての 学校と 学校が国立の特
別学校となることの必然性を指摘している．また一方で居住地域で特別な教育が受けられることも
重要であるとして，コミューンが特別な援助を地域で保障することの重要性も指摘する ．
教育省事務 氏は 学校と 学校が他の国立の特別学校と同様
に全国の子どもに対応する特別の学校になることを指摘している ．知的障害特別学校がコミュー
ン立になると同時に，困難な行動障害のある子どもの学校が国立として再定位されることを踏まえ
て，委員会は学校法の改正要求も行うに至る ．

．提案内容や実施された教育政策の評価方法

委員会は，結論として 知的障害特別学校の子どもの教育条件が悪化しない方法で管轄を県から
コミューンに移行する とした ．
位置的統合は比較的軽度知的障害児を対象とする知的障害基礎学校の ％において，比較的重
度知的障害児を対象とする訓練学校の ％において行われていた ．その上で，よりインテグレー
ションを進めるための手段としてコミューンへの管轄移行を位置づけたのである．
知的障害特別学校を県の管轄からコミューンの管轄に移行すること，移行の内容は，校長，教員，

指導者，進路指導などの責任・権限を県からコミューンの管轄とすることとした．
しかしインテグレーションを目指すものの，強度行動障害のあるような特別な学校としての

学校や 学校は国立として独自の学校形態を維持し，国立障害研究所（ ）な
どと連携することとして提案した．
通常学校は 年間が義務教育であるが，知的障害特別学校の修学期間は 年間の義務教育と 年
間の就学期間の延長を保障することとした ．その上で必要に応じて 歳もしくは 歳まで教育が
保障されることになった．
管轄の移行には通常学校の教育の個別化またインテグレーションの促進の必要性も指摘する．で

きる限り地域の学校に就学できること，個別インテグレーションを進めること，高校教育において
は個別プログラムを準備することが求められた．
移行期間として 年が想定され， 年のコミューンへの管轄移行開始までの予算も提案された．

この移行については 年にもケア委員会において指摘されていたことと矛盾はしない ．
委員会はコミューン立の学校が 全ての子ども の教育に責任を持つべきとの方向性を導いた．

結論の裏付けとしては，コミューンに移行する際の教育と教員の質の維持のために， 国や学校庁
がコミューンを支援すること， 国立障害研究所（ ）のコンサルタント機能を強化すること，
強度行動障害のある子どもの学校としての 学校と 学校は国立とすることな

スウェーデンにおける教育政策の立案と評価に関するシステムの研究（その ）（是永）



どが提案された．
このように具体的な提案を盛り込んだ委員会の報告書が示されて，その後の政策立案につながっ

ていったのである．

．おわりに

知的障害特別学校委員会における教育政策の立案と評価システムとしては，以下の点がスウェー
デンの特徴であると言えよう．
第一に，委員会の審議によって改革が具体化されることである．委員会はそれまでの教育施策を

受けつつ，詳細なデータ，研究成果，調査結果，実態把握に基づいて，必要な予算措置や支援体制
整備を各県・コミューンレベルで検討し，実際的な提案を行った．知的障害特別学校のコミューン
への移管の方向性は政府の提案と同じであったが，そのための具体的な方略としての国立障害研究
所（ ）の支援，国立学校の設置，予算の要求などが委員会の議論によって方向づけられる．
第二に，当事者の参加である．委員会には知的障害学校関係者，知的障害当事者および保護者の

連盟の代表の他，知的障害児学校の管轄移行の当事者となる県とコミューンの代表者などが参加し，
諮問は県に依頼するなど，関係者・当事者の意見を直接委員会に反映させる手続きがとられていた．
スウェーデンにおいては自分の関係する組合や団体に所属する割合が高いため，当事者団体の代表
が委員になることで当事者の意見を一定反映できると言えよう．
第三に，改革のために実験が行われることである．提案内容を具体化させるべく，地域を指定し

て試行活動を行っている．基礎学校としての統一学校設立の際にも同様の手立てがとられており，
先行する実験に基づいて全国的な施策の評価を行う方法を用いる．具体的事例・成果・結果をもと
に議論が行われ，結果は改革自体の進捗状況に大きく影響を与える．
第四に，研究者の役割である．委員の数は多くはないが，必要に応じて専門家や研究者がかかわっ
ていた．課題に関係する研究成果が政策に反映されるのである．
第五に，評価のあり方である．本委員会は 年の報告書を示して，解散となる．本委員会の前
提として他委員会の議論の成果が検討されていたように，次の委員会審議の前提として現状評価が
行われる中で本委員会の成果も検討されるのである．
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）知的障害成人教育機関（ ）の管轄以降についても本委員会で議論されていたが，本稿で
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